
  民間社会福祉団体・ボランティアグループに対する民間助成金として、令和6度(2024年度)に熊本県ボランティアセンターホームページでご紹介した団体の一覧です。申請の参考資料等にご活用ください。
№ 助 成 事 業 名 助 成 対 象 助 成 金 額 締 切 日 お 問 合 せ 先

1

大同生命厚生事業団
「2024年度地域保健福祉
研究助成」

地域で保健・医療および福祉の活動に従事されている方々の研究を支援します。
【応募資格】
　　＊保健所、地方衛生研究所等衛生関係機関に所属する職員
　　＊都道府県市町村の衛生および福祉関係職員
　　＊保健・医療・福祉の実務従事者
　　　　上記応募資格者による共同研究も可。大学病院の職員等は応募対象者に含む。
　　　　ただし、大学の教職員、大学院生の単独研究または主研究者となる研究は不可。
　　　　また、前年度に当財団の助成を受けた人は不可。(共同研究者は可)
【研究テーマ】
　　　(1) 地域保健および地域福祉に関する研究
　　　(2) 在宅・施設の医療、福祉および介護に関する研究
　　　(3) その他住民の健康増進に役立つ研究
　　　　ただし、臨床研究は除く。

総額原則1,000万円以内
1件原則30万円
特に優秀な研究は50万円限
度で助成

2024年4月1日(月)
～
5月25日(土)
当日消印有効

公益財団法人 大同生命厚生事業団 事務局
〒550-0002
大阪市西区江戸堀1-2-1
　大同生命大阪本社ビル内
TEL 06-6447-7101 FAX 06-6447-
7102
http://www.daido-life-welfare.or.jp/

2

大同生命厚生事業団
2024年度「シニアボラン
ティア活動助成」「ビジネス
パーソンボランティア活動助
成」

シニア(年齢満60歳以上)のボランティア活動を支援します。
■シニアボランティア活動助成
　【応募資格】
　　　社会福祉の推進に役立つボランティア活動を行っているか、または行おうとするシニア
　　(年齢満60歳以上)が80％以上のグループ(NPO法人を含む)
　　　ただし、過去3年以内(2021年～2023年)に当財団の助成を受けたグループは除く。
■ビジネスパーソンボランティア活動助成
　【応募資格】
　　　社会福祉の推進に役立つボランティア活動を行っているか、または行おうとするビジネ
　　スパーソン(会社員、団体職員、公務員、経営者・個人事業主)が80％以上のグループ
　　(NPO法人を含む)。
　　　ただし、過去3年以内(2021年～2023年)に当財団の助成を受けたグループは除く。
■シニア、ビジネスパーソン共通
　【活動テーマ】
　　　　(1) 高齢者福祉に関するボランティア活動
　　　　(2) 障がい者福祉に関するボランティア活動
　　　　(3) こども(高校生まで)の健全な心を育てる交流ボランティア活動
　　　　　　ただし、少年野球・サッカーなどのスポーツ活動や通常のこども会活動は除く。
　　　　　　※いずれも目的、計画等が明確な日本国内での無償の活動とする。

シニアボランティア活動助
成、ビジネスパーソンボラン
ティア活動助成と合わせて、
総額　原則1,200万円以内
1件　原則10万円
特に内容が優れている場合
は20万円限度で助成

2024年4月1日(月)
～
5月25日(土)
当日消印有効

公益財団法人 大同生命厚生事業団 事務局
〒550-0002
大阪市西区江戸堀1-2-1
　大同生命大阪本社ビル内
TEL 06-6447-7101 FAX 06-6447-
7102
http://www.daido-life-welfare.or.jp/
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№ 助 成 事 業 名 助 成 対 象 助 成 金 額 締 切 日 お 問 合 せ 先

3

READYFOR株式会社
高校生世代の子育て家庭「く
らしと学びの危機」緊急支援
事業

特定非営利活動法人キッズドアと共同で、くらしや学びに課題を抱えた高校生世代（中学卒
業後の15歳～20歳）のいる子育て家庭を支援する事業に資金的・非資金的支援を行いま
す。
【対象となる団体】
　▼必須条件
（１）法人格を取得後2年以上が経過している（3期目以降）
（２）子ども／若者への支援事業実施経験を2年以上有する
（３）事業開始後、短期間（目安として1か月以内）で活動を開始できる見込みがある
　▼優先条件
（４）現在、高校生世代への民間支援が少ない／存在するが届いていない地域で活動する
（５）学校や地域専門機関などでは満たされない、高校生世代のニーズに応えようとする
（６）事業終了後の継続性が見込める
（７）コロナ／物価高騰などによる影響を強く受けた高校生世代への支援を行う
　▼事業枠ごとの団体像
①大規模事業枠（受益者数：延べ800人以上）
　　　多数の高校生世代支援実績がある、組織基盤が十分に整備されている団体
②小規模事業枠（受益者数：延べ300人以上）
　　　高校生世代支援実績が少ない、基盤が整備途上な部分もある団体
【事業対象者】
①高校生世代（中学卒業後の15歳～20歳）
　※高専生、および学校に通学していない方、学校に所属していない方を含む
　※専門学校生、大学生等は除く
②高校生世代の保護者
　※高校生世代の本人に加え、保護者も対象に含みます
　※高校生世代を主な対象としますが、対象者に小中学生世代の兄妹がおり支援を求めた際
　　は、対象として構いません。

■大規模事業枠
2000万円〜3000万円程
度（最大で5000万円）
■小規模事業枠
800万円～1500万円

2024年4月23日
（火）17時（予定）

READYFOR株式会社　基金事務局
〒102-0082
東京都千代田区一番町8
　住友不動産一番町ビル7階
https://fund.readyfor.jp/d_deposits/2
3_kd

4

日本おもちゃ図書館財団
「2024年度　おもちゃセッ
ト助成事業」

ボランティアが運営する全国の「おもちゃ図書館」や、老人福祉施設・老人ホーム等に開設す
る「おもちゃ図書館」におもちゃ等の助成を行います。
■既設のおもちゃ図書館におもちゃセット助成事業
【助成の対象となる既設の「おもちゃ図書館」】
　　・既設の「おもちゃ図書館」で、障害のある子やない子達に利用され近隣に開放されてい
　　ること。
　　・原則として無料で利用することができ、おもちゃの貸出を行うこと。
　　・前年度、おもちゃセット助成事業を受けていない「おもちゃ図書館」であること。
■新設のおもちゃ図書館におもちゃセット助成事業
　【助成の対象となる「おもちゃ図書館」】
　　・原則として無料で利用され、近隣の方にも開放されること。
　　・原則としておもちゃの貸出を行うこと。
　　・年度内に開設を準備している「おもちゃ図書館」。
　　・当財団の助成を受けたことがない設立2年以内の既存の「おもちゃ図書館」。
　　・各地域の社会福祉協議会の推薦を得ること。
　　・おもちゃ図書館名を使用して活動すること。
　　　※「おもちゃ図書館〇〇」又は「○○トイライブラリー」など、おもちゃ図書館と分かりや
　　　　すい名前をつけること。
■【新設】老人福祉施設・老人ホーム等におもちゃセット助成事業
　【助成対象の条件】
　　・老人福祉施設や老人ホーム等(特別養護老人ホーム・軽費老人ホーム・老人福祉センター
　　等)に、新規開設する「おもちゃ図書館」であること。
　　・原則として無料で利用され、近隣の方にも開放されること。
　　・原則としておもちゃの貸出を行うこと。
　　・各地域の社会福祉協議会の推薦を得ること。
　　・おもちゃ図書館名を使用して活動をすること。
　　　※「おもちゃ図書館〇〇」又は「○○トイライブラリー」など、おもちゃ図書館と分かりや
　　　　すい名前をつけること。

■既設のおもちゃ図書館に
おもちゃセット助成事業
　おもちゃセットを提供(10
万円相当品)
■新設のおもちゃ図書館に
おもちゃセット助成事業
　おもちゃ図書館に、(1)と
(2)を助成
　　(1) 新設用のおもちゃ
セットを提供(20万円相当
品)
　　(2) 開設の際に必要な物
品等の購入費用として10万
円以内を助成
　　（例：追加のおもちゃ、カー
ペット、おもちゃ箱、陳列棚、
開設のチラシ等）
■【新設】老人福祉施設・老人
ホーム等におもちゃセット助
成事業
　おもちゃセットを提供(5万
円相当品)

2024年5月20日
（月）必着　郵送のみ

一般財団法人　日本おもちゃ図書館財団
〒108-0014
東京都港区芝5-31-15
　センチュリー三田ビル7階
TEL：03-6435-2842
FAX：03-6435-2843
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№ 助 成 事 業 名 助 成 対 象 助 成 金 額 締 切 日 お 問 合 せ 先

5

READYFOR株式会社
「排除」から「包摂」へ　インク
ルーシブな放課後創造事業

全ての子どもたちが安心して居ることのできる「インクルーシブな放課後の居場所」を作る活
動に資金的・非資金的支援を行います。
【対象となる団体】
　・小学生を対象とした放課後の居場所（放課後児童クラブ、放課後子ども教室、児童館、子
　ども第三の居場所等）を２拠点以上（支援単位ではなく、複数の学校や施設運営の実績のこ
　とを指す）運営しており、その実績が２年以上ある団体
　・家庭環境や障害の有無にかかわらず全ての子を受け入れようと取り組む意欲のある団体
　　※主に、公的機関（所属自治体等）から指定管理・委託・補助金等を受けている公設民営ま
　　　たは民設運営の事業者を想定しているが、その限りではない
　・放課後の居場所について、預け先という考え方にとどまらず、放課後という時間の価値を
　最大化することに共感できる団体

最長2年5ヶ月の合計で
2,000万円～4,000万円
程度（拠点数により変動）

2024年6月4日（火）
17時

READYFOR株式会社　基金事務局
〒102-0082
東京都千代田区一番町8
　住友不動産一番町ビル7階
E-mail：grant+23_as@readyfor.jp

6

みずほ福祉助成財団
「2024年度社会福祉助成
金」

社会福祉の向上に寄与することを願って、障がい児者の福祉向上を目的とする事業や研究
を対象に助成します。
　（１）事業助成
　　　①国内に於いて３年以上の継続した活動実績がある以下の非営利法人
　　　　・社会福祉法人　　・特定非営利活動法人　　・公益社団法人
　　　　・公益財団法人　　・一般社団法人　　　　　・一般財団法人
　　　（注）一般社団法人、一般財団法人は、剰余金の分配を行わないことが定款に明記され
　　　　　ている非営利型法人のみを対象
　　　②国内に於いて３年以上の継続した活動実績がある任意団体、ボランティアグループ
　（２）研究助成
　　　　上記（１）の先及び日本国内の研究グループ（但し、構成員が５人以上であること）
　（３）対象外となす先（事業助成、研究助成共通）
　　　・株式会社等の営利法人　　　・個人
　　　・過去３年間（2021年度～2023年度）に当財団から助成を受けた先
　　　（注）施設単位ではなく、法人・団体単位となります

　（１）事業助成、研究助成共
に、助成額は、20万円～
100万円かつ事業（研究）総
額の90％以内（自己資金は
10％以上必要）
　（２）総額4,000万円

2024年6月28日
（金）　当日消印有効

公益財団法人みずほ福祉助成財団
〒100-0005
東京都千代田区丸の内1－6－1
　丸の内センタービルディング
TEL：03-5288-5905
E-mail：BOL00683@nifty.com

7

松翁会
「2024年度社会福祉助成
事業」

社会福祉に関する事業に対して助成を行います。
医療的ケア児者を支援する民間の事業
　・原則として法人・団体であること（法人格をもたないものであっても、助成することにより
　効果が期待できる場合は対象）

総額300万円
（1件当たりの上限金額は原
則50万円）

2024年7月31日
（水）※必着

一般財団法人松翁会事務局　社会福祉事業部助
成係
〒100-0004
東京都千代田区大手町１丁目５番５号
　大手町タワー地下1階
TEL：03-3201-3225

8

丸紅基金
「2024年度（第50回）社会
福祉助成金」

全国の福祉施設や団体が必要とする設備、機器、車両、建屋のほか、各種団体が行う調査・研
究活動、教育事業等さまざまな分野へ助成を行います。
社会福祉活動を行う民間の団体が企画する事業案件（車両、備品、機材等の購入、施設改修、
イベント・講座、出版、調査研究など）で、次の条件を具備するもの。
　（１）申込者（実施主体）は、原則として社会福祉法人、NPO法人など非営利の法人であるこ
　　　と。
　　（ただし、法人でない場合でも、3年以上の継続的な活動実績があり、組織的な活動を
　　行っている団体は対象）
　（２）明確な目的を持ち、実施主体、内容、期間が明らかであること
　（３）助成決定から1年以内に実施が完了する予定のものであること
　（４）家賃・光熱費・人件費等、一般経費の補填でないこと
　（５）申込案件に、国や地方公共団体の公的補助が見込めないこと。また、他の民間機関か
　　　らの助成
　　　（クラウドファンディング、寄付を含む）と重複しないこと

１件当り上限300万円
（総額3億円）

2024年6月30日
（日）
当日消印有効

社会福祉法人 丸紅基金
〒100-8088
東京都千代田区大手町１－４－２
TEL： 03-3282-7591/7592
FAX： 03-3282-9541
E-mail：mkikin@marubeni.com
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№ 助 成 事 業 名 助 成 対 象 助 成 金 額 締 切 日 お 問 合 せ 先

9

ユニベール財団
「2024年度　特定活動助
成」

自然災害の被災者をはじめ困難な状況にある人を対象に心のケアのための傾聴ボランティ
アとして活動している団体に助成を行います。
心のケアのための傾聴ボランティアとして活動をしている団体
　次の二つの条件を満たす団体を対象とします。
　（１）応募に際して、地元社会福祉協議会の推薦を得ること
　（２）団体として、既に一年以上の活動実績があること。

年５０万円（上限） 2024年7月19日
（金）
午後5時必着

公益財団法人ユニベール財団
〒160-0004
東京都新宿区四谷2-14-8　ＹＰＣビル5階
TEL：03-3350-9002
FAX：03-3350-9008
info@univers.or.jp

10

清水基金
「社会福祉法人助成事業」
「NPO法人助成事業」

■社会福祉法人助成事業
　【申込できる法人・事業所】※以下の条件をすべて満たす
　・2022年度以降、当事業において助成を受けていない社会福祉法人
　・2024年4月時点で開設後1年経過した事業所
　※2021年4月以降、法人全体で不祥事による行政処分・刑事処分を受けていないこと
【申込できる案件】
　障害者の福祉増進を目的として運営されている第1種または第2種社会福祉事業におい
て、利用者のために必要な機器、車輌、建物（新築・改修・増改築）等のうち、以下の条件を満
たす案件
　・申込は1法人につき原則1物件、総費用が税込80万円～8,000万円の案件
　・助成決定後、当基金との助成金交付契約後に事業着手し、原則として機器・車輌等は
　2025年9月迄に納入、建物は同年12月迄に完成できる案件
■NPO法人助成事業
　【申込できる法人・事業所】（以下の条件をすべて満たす）
　・2022年度以降、当事業において助成を受けていないNPO法人
　・2024年4月時点でNPO法人設立後3年経過し、開設後1年経過した事業
　※2021年4月以降、法人全体で不祥事による行政処分・刑事処分を受けていないこと
【申込できる案件】
　障害者の福祉増進を目的として運営されている第2種社会福祉事業において、利用者に必
要な機器、車輌、建物（新築・改修・増改築）等のうち、以下の条件を満たす案件
　・申込は1法人あたり原則1物件、総費用が税込70万円～4,000万円の案件
　・助成決定後、当基金との助成金交付契約後に事業着手し、原則として機器・車輌等は
　2025年9月迄に納入、建物は同年12月迄に完成できる案件

■社会福祉法人助成事業
・金額：1法人あたり50万円
～1,000万円
・総額：3億6,000万円（予
定）、助成件数は80件程度

■NPO法人助成事業
・金額：1法人あたり50万円
～700万円
・助成金総額：1億円（予定）、
助成件数は30件程度

■社会福祉法人助成事
業
2024年7月20日
（土）
（当日消印有効、郵送受
付のみ）

■NPO法人助成事業
2024年6月20日
（木）
（当日消印有効、郵送受
付のみ）

社会福祉法人　清水基金
〒103-0027
東京都中央区日本橋 3-12-2 朝日ビルヂング3
階
TEL：03-3273-3503
FAX：03-3273-3505

11

清水基金
「文化芸術活動特別助成事
業」

■文化芸術活動特別助成事業
【申込できる法人・事業所】
　・社会福祉法人：2024年4月時点で開設後1年経過した事業所
　・N P O 法 人)：2024年4月時点でNPO法人設立後3年経過し、開設後1年経過した事業
　所
　・上記の条件を満たし（グループを構成する他法人も含む）、かつ2022年度以降、当事業
　において助成を受けていない法人
　※他の社会福祉法人・NPO法人と一緒に行う活動についても申込できますが、その場合、
　　グループの代表となる法人と清水基金が本助成全体に係る助成金交付契約を結ぶ
　※2021年4月以降、法人全体で不祥事による行政処分・刑事処分を受けていないこと（グ
　　ループの他法人も含む）
【申込できる案件】
　障害者の文化芸術活動（美術・演劇・音楽・舞踏等）に必要な道具・楽器・機器のうち、以下の
条件を満たす案件
　・申込は1法人（1グループ）1案件、総費用が税込35万円～500万円の案件
　・助成決定後、当基金との助成金交付契約後に事業着手し、2025年12月末迄に納入でき
　る案件

■文化芸術活動特別助成事
業
・金額：1案件あたり30万円
～200万円
・総額： 1,500万円（予定）、
助成件数は20件程度

■文化芸術活動特別助
成事業
２０２４年6月20日
（木）
（当日消印有効、郵送受
付のみ）

社会福祉法人　清水基金
〒103-0027
東京都中央区日本橋 3-12-2 朝日ビルヂング3
階
TEL：03-3273-3503
FAX：03-3273-3505
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12

清水基金
「海外研修事業」

■海外研修事業
【助成対象】
　社会福祉法人またはＮＰＯ法人に所属し、障害福祉サービス等に従事しており、海外の障害
者福祉等から学ぶべき課題を持ち、意欲的に挑戦する方
　・原則、実務経験5年以上で25歳～60歳までの方
　・所属法人代表者の推薦を得た方
　・専門知識と日常的な英会話能力を有する方

■海外研修事業
・１名当たり100万円～200
万円（※研修期間、内容等に
より助成金額を設定）

■海外研修事業
２０２４年10月31日
（木）
（当日消印有効、郵送受
付のみ）

社会福祉法人　清水基金
〒103-0027
東京都中央区日本橋 3-12-2 朝日ビルヂング3
階
TEL：03-3273-3503
FAX：03-3273-3505

13

SOMPO福祉財団
「自動車購入費助成」

すべての人が地域の中でともに支えあいながら暮らすことのできる社会づくりの一助とな
るべく、自動車を購入する費用を助成します。
下記の(1)～(3)のすべてを満たしている団体
(1) 西日本地区に所在する団体
　　滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県・鳥取県・島根県・岡山県
　　広島県・山口県・徳島県・香川県・愛媛県・高知県・福岡県・佐賀県・長崎県・
　　熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島県・沖縄県
(2) 助成対象者
　  特定非営利活動法人（電子申請が可能な団体）
(3) 対象事業
　  主として障がい者の福祉活動を行う団体　※加齢に伴う障害者（高齢者）の福祉活動団体
　は除く

1件170万円まで
（総額1,700万円）

2024年7月5日(金)
17時

公益財団法人 SOMPO福祉財団
〒160-8338
東京都新宿区西新宿1-26-1
TEL 03-3349-9570 FAX 03-5322-
5257
https://www.sompo-wf.org/

14

キユーピーみらいたまご財
団
「2024年度第Ⅱ期助成」

子ども食堂など子どもを対象に食事の場を作り、体験や交流の貧困という社会課題の解決
に取り組む活動を助成します。
２０２３年６月以降、子ども食堂など食を通した居場所づくり活動を開始し、今回申請時に活
動している団体。

一律２０万円 ２０２４年７月１日（月）
正午

公益財団法人キユーピーみらいたまご財団　事務
局
〒150-0002
東京都渋谷区渋谷1-4-13
TEL：03-3486-3094
　　　　（受付：平日　月～金　10時～17時）
FAX：03-3486-6204
E-mail：kmtsupport@kmtzaidan.or.jp

15

ファイザー株式会社
「心とからだのヘルスケアに
関する市民活動・市民研究
支」
　*特定非営利活動法人市民
社会創造ファンドの企画・運
営協力のもと、ファイザー株
式会社が実施。

ヘルスケアを重視した社会の実現に向けて、「心とからだのヘルスケア」の領域で活躍する市
民団体、患者団体、障がい者団体等を支援します。
下記の要件を満たした団体
　　（１）民間の非営利団体（法人格の種類や有無を問わない）
　　（２）市民や患者・障がい者が主体的に参加して活動する団体
　　（３）日本国内に活動拠点があり、原則として２年以上の活動や研究の実績があること
　　（４）目的や活動内容が特定の政治・宗教などに偏っておらず、反社会的勢力とは一切関
　　　　わっていなこと

１件あたり５０万円～３００万
円　（総額２,５００万円予定）

2024年６月２１日
（金）必着

特定非営利活動法人　市民社会創造ファンド
　ファイザープログラム事務局　担当：山田・駒井
〒103-0012
東京都中央区日本橋堀留町1-4-3
　日本橋M1ビル1階
TEL：03-5623-5055
　（月～金（祝祭日除く）10：00～17：00）
E-mail：pfp@civilfund.org
　　※お問い合わせは極力E-mailでお願いしま
す。

16

日本みらいの夢財団
「2024年度　児童養護施設
等助成金」

児童養護施設等で生活する児童の生活環境の充実と、生活環境に必要な設備等の購入及び
活動に必要な資金の全部又は一部を助成します。
児童養護施設等が、児童の生活環境の充実と助成対象期間内に実施される生活環境に必要
とされる設備等の購入や活動の費用で、当財団以外から重複して補助金や助成金の受給を
受けていない又は受給を予定していない事業。

上限５０万円 ２０２４年７月３１日
（水）当日消印有効

公益財団法人日本みらいの夢財団　事務局
〒150-0001
東京都渋谷区神宮前3-14-17神宮苑ビル201
TEL：03-3479-7138
E-mail:info@mirainoyume.com

17

NPO法人いるか
「地域へもっと、広く、こども
たちへの食品提供を」

こども食堂・こどもの居場所等、こどもたちへの支援を行なっている団体様に活動資金を助
成します。
こども食堂等こどもの支援を１年以上実施している団体（法人、任意団体問わない）

上限300万円 第１回締め切り：令和６
年７月１５日
　以降、毎月月末　（１０
月末締め切りめど）

NPO法人いるか
　地域へもっと事務局（担当：雪田）
〒819-0054
福岡県福岡市西区上山門1丁目2-41
TEL：092-891-6722
E-mail:irukachiiki@gmail.com
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18

住友生命健康財団
 「スミセイコミュニティス
ポーツ推進助成プログラム」

スポーツを楽しむ文化が地域に根づき、社会の新しい価値を創り出すような取り組みを応援
します。
【助成対象プロジェクト】
　■一般
  　地域の中で一人ひとりの健やかな暮らしの実現につながるコミュニティスポーツ
　■特定
  　心身の障がいや長期療養などにより社会参加が困難な状況にある人と共に楽しめるコ
　　ミュニティスポーツ
【助成対象団体】
  ・日本国内に活動拠点のある民間の非営利団体(法人格の種類や有無を問わない)で、
　　団体として活動実績があること
  ・団体の目的や活動が政治・宗教などに偏っておらず、反社会的勢力とは一切関わっ
　　ていないこと

■チャレンジコース
　５０ 万円以下（１年間）
　１６件程度
■アドバンスコース
　３００ 万円以下（２年間）
　４件程度

2024年８月２２日
（木）
必着

公益財団法人住友生命健康財団
　事務局（担当：船津・福田）
〒160-0003
東京都新宿区四谷本塩町 4-41
　　住友生命四谷ビル6階
TEL：03-5925-8660　FAX：03-3352-
2021
E-mail：sports@am.sumitomolife.co.jp

19

ファミリーマート＆むすびえ
「こども食堂スタート応援助
成プログラム」

「ファミリーマート夢の掛け橋募金」(店頭募金)をもとに、こども食堂を新たに立ち上げる際
に必要な費用を助成します。
【助成対象団体】
　・日本国内において、これからこども食堂を開設する団体（法人格の有無は問わない）
　・団体名義の口座をもっているまたは開設する団体

80,000円（１団体）
※採択団体数：500団体（上
限）

２０２４年11月１5日
（金）
15：00

認定NPO法人
　全国こども食堂支援センター・むすびえ
〒151-0051
東京都渋谷区千駄ヶ谷5-27-5
　リンクスクエア新宿16F
ファミリーマート＆むすびえ
2024年度「こども食堂スタート応援助成プログ
ラム」
　担当：渋谷、末岡、小松、黄瀬、石山
　E-mail：kaisetsu_ouen@musubie.org

20

住友生命保険相互会社
第18回「未来を強くする子
育てプロジェクト」

すこやかな子育てと夢のある未来づくりに向けて、「子育てのすばらしさ」を啓発し子育てし
やすい環境づくりを支援します。
■子育て支援活動の表彰
　地域において子育て環境づくりに取り組む団体･個人
■女性研究者への支援
　子育てと人文･社会科学分野の研究活動の両立に努力されている女性研究者

■子育て支援活動の表彰
・スミセイ未来大賞
　表彰盾、副賞100万円(2
組程度)
・スミセイ未来賞
　表彰盾、副賞50万円(10
組程度)
■女性研究者への支援
・スミセイ女性研究者奨励賞
　助成金として1年間に100
万円(上限)を2年間まで支
給(10名程度)

2024年9月9日(月)
必着

「未来を強くする子育てプロジェクト」事務局
〒101-0065
東京都千代田区西神田2-1-6　佐藤ビル3F
TEL： 03-3265-2283(平日10:00～
17:30)
FAX：03-3265-2267

21

国際花と緑の博覧会記念協
会「令和７年度　花博自然環
境助成」

人と自然をつなぐ調査研究、活動・行催事を応援します。
【助成対象事業】
　「自然と人間との共生」の継承発展・普及啓発や「花と緑」に関する科学技術や文化などの発
展・交流及び災害復興に貢献する事業。

■）調査研究
　一件当たり１００万円以内
（事業実施に直接必要な費用
の４分の３以内）
■活動・行催事
　一件当たり５０万円以内（事
業実施に直接必要な費用の
４分の３以内）

2024年８月２６日
（月）（当日消印有効）

公益財団法人国際花と緑の博覧会記念協会
　企画事業部企画事業課
〒538-0036
大阪市鶴見区緑地公園2-136
TEL：06-6915-4516
FAX：06-6915-4524
E-mail：clover@expo-cosmos.or.jp
　（助成事業専用）
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22

洲崎福祉財団
「令和６年度　上期・一般助成
（西日本）公募」のお知らせ

障害者の自立支援事業などの社会福祉活動に対して助成を行います。
【対象エリア】
　・本店所在地が、西日本エリア（三重県・滋賀県・京都府以西）、または首都圏に所在
　　　三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
　　　鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、
　　　愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
　　　宮崎県、鹿児島県、沖縄県
　　　埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
【対象事業】
　・障害児・者の自立と福祉向上を目的とした各種活動
　・障害児・者に対する自助・自立の支援事業
　・採択後、令和6年12月1日から申請事業を開始し、令和7年5月31日までに終了する事業
【対象団体】
　・営利を目的としない次の法人格を取得している団体
　　（公益財団法人・公益社団法人、一般財団法人・一般社団法人（非営利型限定）、社会福祉
　　法人、特定非営利活動法人、認定特定非営利活動法人ほか）
　・法人格のない任意団体は、当財団の理念に沿う公益活動において3年以上の継続的な実
　　績と、これを証明する資料があり、
　　且つ今後2年以内に法人化する予定がある営利を目的としない団体であれば対象
　・難病患者会については、法人格の有無や活動年数などは不問

半期予算5,000万円　1件あ
たりの上限金額は以下の通
り（下限金額はいずれも10
万円）
■福祉車両　300万円　※車
椅子等の昇降装置を装備し
た、車両本体の消費税が非課
税の車両
■一般車両　200万円
■物品購入　200万円
■施設工事　300万円
■その他　　200万円

2024年8月17日
（土）
（当日消印有効）

公益財団法人　洲崎福祉財団　事務局
〒103-0022
東京都中央区日本橋室町3-2-1
　日本橋室町三井タワー15階
TEL：03-6870-2019 　FAX：03-6870-
2119
　　※平日9:30～16:00（土日祝休み）
https://swf.or.jp/contact/

23

愛恵福祉支援財団
「２０２３年度助成事業」

社会福祉事業を行う民間の団体が必要とする設備、備品類に対して助成します。
社会福祉事業を行う民間の団体
・福祉施設の運営
・福祉活動（1　子どもたちの健全な育成　2　地域コミュニティの活性化　３　社会的弱者に対
する活動　４　コロナ禍、被災などで見えてきた課題に対する活動　５　国内における国際的
活動）

1団体当たり30万円を限度。
総額2,500万円

２０２4年１0月１日（火） 公益財団法人　愛恵福祉支援財団
〒114-0015
東京都北区中里2-6-1
TEL：03-5961-9711　FAX：03-5961-
9712
メール：joseikin@aikei-wf.or.jp

24

ヤマト福祉財団
「2025年度助成金」

障がいのある方々の給料を増額するための新規事業の立上げや生産性向上に必要な設備や
機器を購入する資金と、障がいのある方々の福祉を増進するための事業や活動の資金を助
成します。
■障がい者給料増額支援助成金
  障がい者の給料増額に努力し取り組む事業所・施設に対し、さらに多くの給料を支払うた
めの事業資金
 【対象事業】
　・障がい者の給料増額のモデルとなる効果的な事業
　・現在の事業を発展させ給料増額につながる事業
　・新規に行い、給料増額が見込まれる具体的な事業
■障がい者福祉助成金
　給料増額にはこだわらず、障がいのある方の幸せにつながる事業・活動に対して助成。福祉
事業所に限らずボランティア団体、サークル団体、サークル等、幅広く団体の活動を支援。
 【対象事業】
  1．会議・講演会　2．ボランティア活動　3．スポーツ活動・文化活動　4．調査・研究・出版

■障がい者給料増額支援助
成金
50万円～500万円
　(30件程度）
■障がい者福祉助成金
最大100万円
　(総額2,000万円)

2024年11月30日
(土)
当日消印有効

公益財団法人 ヤマト福祉財団　助成金事務局
〒104-8125
東京都中央区銀座2-16-10
TEL：03-3248-0691 FAX：03-3542-
5165

25

大和証券財団
「２０２4年度ボランティア活
動助成」

高齢者・障がい児者・子ども等への支援活動、並びに大規模自然災害による被災者への支援
活動に対する助成を行っています。
【応募課題】
(1) 高齢者、障がい児者、子どもへの支援活動及びその他、社会的意義の高いボランティア
活動
(2) 地震・豪雨等による大規模自然災害の被災者支援活動
【応募資格】
　5名以上で活動し、かつ営利を目的としない団体(任意団体、NPO法人、財団法人、社団法
人、大学のボランティアサークル等)

1団体当たり上限30万円
総額5,100万円

2024年9月15日
(日)
当日消印有効

公益財団法人 大和証券財団事務局
〒104-0031
東京都中央区京橋1-2-1 大和八重洲ビル
TEL：03-5555-4640 FAX：03-5202-
2014
Eメール：zaidan@daiwa.co.jp
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26

セブン・イレブン記念財団
「2025年度　環境市民活動
助成」

お客様がセブン-イレブンの店頭募金を通して、地域の環境市民活動を支援します。
【対象団体】
　・国内で環境活動を行っている
　・地域住民が主体的に活動している
　・非営利の活動である
　・NPO法人、一般社団法人、自治会・町内会含む任意談大である

■未来へつなごう助成
　１団体最大30万円
■地域美化助成
　１団体最大５０万円
■活動助成
　１団体最大１００万円
■ＮＰＯ基盤強化助成
　１団体最大４００万円
　（３年間で最大１２００万円）

■未来へつなごう助成
■地域美化助成
２０２4年９月16日
（月）～１０月１3日（日）
■活動助成
■ＮＰＯ基盤強化助成
２０２4年１０月7日
（月）～１０月３１日（木）

一般財団法人セブン・イレブン記念財団
〒102-8455
東京都千代田区二番町8番地8
TEL：03-6238-3872　FAX：03-3261-
2513
　（電話受付時間　9:30～17:00
　　　　　　　　　　　　※土・日曜日を除く）
E-mail：shinsei@7midori.org

27

読売光と愛の事業団
「第22回読売福祉文化賞」

福祉活動に取り組んでいる団体などを応援します。
【対象：団体・個人】
(1)公益性ある創造的な事業で、ハンディを持つ方や地域の人々に元気を与え、ネット
  ワークを広げている
(2)個人または団体が生き生きとした活動の場を持てる支援を実践している
(3)福祉の現場において、多様な文化の向上に尽くしている
(4)明確なテーマを持って、目覚しい実績をあげており、将来も継続、発展が期待できる
（５）活動期間はおおむね５年程度が必要

■一般部門 3件
　(トロフィーと活動支援金各
100万円)
■高齢者福祉部門 3件
　(トロフィーと活動支援金各
100万円)

202４年9月２５日
（水）
必着

社会福祉法人 読売光と愛の事業団
　読売福祉文化賞係
〒100-8055
東京都千代田区大手町1-7-1　読売新聞東京本
社内
TEL：03-3217-3473 FAX：03-3217-
3474
　（電話受付時間　平日/午前9時30分から午後5
時30分　※土日祝休み）
E-mail：hikari-ai@yomiuri.com

28

日本科学協会
「2025年度笹川科学研究
助成」

課題の設定が独創性・萌芽性をもつ研究、発想や着眼点が従来にない新規性をもつ若手の
研究を支援します。
【募集対象者】
■学術研究部門
　・大学院生等（修士課程・博士課程）
　・３５歳以下（２０２５年４月１日現在）の任期付き雇用の若手研究者
　　ただし、「海に関する研究」は重点テーマとして支援し、雇用形態は問わない。
■実践研究部門
　・学校・ＮＰＯ職員等に従事している方
　・博物館、図書館等の生涯学習施設に従事している学芸員・司書等
　・年齢、雇用形態は問わない。

■学術研究部門
　1件150万円を限度
■実践研究部門
　1件50万円を限度

202６年２月1０日
(火)

公益財団法人日本科学協会
　笹川科学研究助成係
〒107-0052
東京都港区赤坂1-2-2　日本財団ビル5F
TEL：03-6229-5365
E-mail：josei@jss.or.jp

29

ＳＯＭＰＯ福祉財団
ＮＰＯ基盤強化資金助成
「認定ＮＰＯ法人取得資金助
成」

地域の中核となり、持続的に活動する質の高いＮＰＯ法人づくりを支援し、「認定ＮＰＯ法人」
の取得に必要な資金を助成します。
【対象となる団体】
　社会福祉分野で活動し、認定ＮＰＯ法人の取得を計画している特定非営利活動法人。（電子
申請が可能な団体）
　※なお、２０２４年４月１日以降に、認定ＮＰＯ法人の取得申請をすでに提出している団体
　　（認定済みの団体も含む）も対象。

１団体３０万円を上限
（総額３００万円）

２０２４年１０月４日
（金）
１７時

公益財団法人ＳＯＭＰＯ福祉財団
〒160-8338
東京都新宿区西新宿1-26-1
電話：03-3349-9570
FAX：03-5322-5257

30

お金をまわそう基金
「助成事業」

よりよい社会を目指して、ＮＰＯ法人などの非営利団体による、社会にある様々な課題に対し
て行う非営利事業・公共事業に対して助成します。
【対象となる事業】
　法人格を持つ非営利団体が行う、以下の４つの分野における社会課題の解決のための非営
利活動・公益事業
　（1）子ども　（2）スポーツ　（3）文化・伝統技術　（4）地域経済・地域社会

助成の対象となる事業を行
う上で直接必要となる経費
を助成金の上限額とし、助成
先団体の決定後、寄付の募
集・受付を開始し、寄付受付
期間中に集まった寄付金を
助成金の額とする

２０２４年９月３０日
（月）

公益財団法人お金をまわそう基金
〒102-0082
東京都千代田区一番町29-2
電話：03-6380-9864
　（平日１０時～１７時）
E-mail：info@okane-kikin.org

31

日本郵便
「2025年度年賀寄付金」

寄付金付年賀葉書・年賀切手を発行して、皆さまからお預かりした寄付金を全国各地の社会
貢献・地域貢献活動を行う団体に配分しています。
【配分事業分野】
■ 一般枠
　　（ア）活動・一般プログラム
　　（イ）活動・チャレンジプログラム
　　（ウ）施設改修
　　（エ）機器購入
　　（オ）車両購入

申請金額の上限は、1件当た
り500万円
活動・チャレンジプログラム
のみ50万円

2024年11月1日(金) 日本郵便株式会社　サステナビリティ推進部
〒100-8792
東京都千代田区大手町2-3-1
TEL 03-3477-0567
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32

キリン福祉財団
令和7年度「キリン・地域のち
から応援事業」

地域に根づく福祉活動として、地域やコミュニティを元気にするさまざまなボランティア活動
を応援します。
【対象となる団体】
（１）４名以上のメンバーが活動する団体・グループ
（２）連絡責任者は満１８歳以上である
　　　　※年齢は令和7年４月１日（月）現在の満年齢

１件（一団体）あたりの上限額
は３０万円（総額４,５００万
円）

２０２4年１０月３１日
（木）　当日消印有効

公益財団法人キリン福祉財団　事務局（大島・北
村）
〒164-0001
東京都中野区中野4-10-2
　中野セントラルパークサウス
TEL：03-6８３７-７０１３
FAX：03-５３４３-１０９３
Ｅメール：fukushizaidan@kirin.co.jp

33

キリン福祉財団
令和7年度「キリン・福祉のち
から開拓事業」

長期的な視点で全国や広域にまたがる社会的な課題の解決に取り組むボランティア活動を
応援します。
【対象となる団体】
（１）４名以上のメンバーが活動する団体・グループ
（２）連絡責任者は満１８歳以上である
　　　　※年齢は令和7年４月１日（月）現在の満年齢

１件（一団体）あたりの上限額
は１００万円（総額５００万円）

２０２4年１０月３１日
（木）　当日消印有効

公益財団法人キリン福祉財団　事務局（大島・北
村）
〒164-0001
東京都中野区中野4-10-2
　中野セントラルパークサウス
TEL：03-6８３７-７０１３
FAX：03-５３４３-１０９３
Ｅメール：fukushizaidan@kirin.co.jp

34

朝日新聞厚生文化事業団
「発達障がいとともに生きる
豊かな地域生活応援助成」

当事者の苦手なことや困り事に寄り添う支援や、得意分野を伸ばす活動、家族や支援者をサ
ポートする活動などを応援します。
【助成対象】
（1）「発達障がい」(当事者およびその家族等)に対し国内で支援活動を行っている法人また
　は団体
（2）「発達障がい」(当事者およびその家族等)に対し国内で支援活動を2025年4月から始
　める法人または団体
【助成できる団体・グループ】
　・NPO法人　・医療法人　・社会福祉法人　・公益法人（公益社団法人又は公益財団法人）
　・一般法人（法人税法上の非営利法人の要件を満たす一般社団法人又は一般財団法人）
　・その他社会福祉の振興に寄与する事業を行う法人や、明文化された会則又は規約がある
　任意団体
　　※個人での活動は対象外

（1）単年度助成
　1年間で最大100万円
（2）3年継続助成
　1年間に最大100万円、3
年間で合計300万円)

2024年10月21日
(月)
１８時締切

社会福祉法人　朝日新聞厚生文化事業団
　「発達障がい」助成金事務局
〒112-0014
東京都文京区関口1-23-6　プラザ江戸川橋
310
TEL 090-4344-6613（平日１０時～１７時）
E-mail:onlyone@asahi-welfare.or.jp

35

日本社会福祉弘済会
「2025年度社会福祉助成
事業」

少子高齢化が進展し、多様化する福祉需要のなかで社会福祉の向上を目指した研修事業や
研究事業に助成します。
【助成対象事業】
■研修事業
　　○福祉施設職員の方などを対象としたケース
　　　福祉施設職員等が幅広い視野と専門性を持って福祉サービスの支援業務向上に携わる
　　　ために実習する研修事業
　　○地域住民の方などを対象としたケース
　　　福祉サービスのあり方や専門的知識・技能の習得などをテーマとして開催される集合研
　　　修事業
　　　　(研修会、セミナー、講演会など)

■研究事業
　　○福祉サービスの向上等を目的とした先駆性ある事業の実践を通して行われる研究事業
　　○社会福祉関係者の専門性の向上、現任訓練の方法や体系、また就労、福利厚生などを
　　　テーマとする調査研究事業

１件（１団体）あたり上限額
５０万円　（総額２,０００万円
以内）
　※助成対象経費合計の
80％以内かつ50万円以内

2024年12月15日
（日）

公益財団法人　日本社会福祉弘済会
　助成事業申請係
〒136-0071
東京都江東区亀戸1-32-8
TEL 03-5858-8125　FAX 03-5858-
8126
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36

大阪コミュニティ財団
「2025年度助成」

学術研究の振興、芸術文化の発展向上、環境の保護保全、国際交流の推進、青少年の健全育
成、社会教育の充実、地域社会の活性化などの事業を行う団体等へ助成します。
【対象団体・事業】
　1年以上の活動実績を有する非営利団体(法人格の有無は問わない)が、２０２５年４月１日
から２０２６年３月３１日までの間に、実施を予定している公益に資する事業。

助成限度額と助成額につい
ては、下記ＵＲＬをご覧くださ
い。
ＵＲＬ：
http://www.osaka-
community.or.jp/conte
nts/grant/grant_guide.
htm#shurui

２０２４年１１月２５日
（月）（当日消印有効）

公益財団法人　大阪コミュニティ財団
　事務局　（勝山、鱧谷）
〒540-0029
大阪市中央区本町橋2-8　大阪商工会議所ビル
5階
ＴＥＬ０６-６９４４-６２６０FAX０６-６９４４-６２６１
Ｅ-mail　：info@osaka-community.or.jp

37

さわやか福祉財団
「連合・愛のカンパ」

日本労働組合総連合会「連合・愛のカンパ」からの資金提供により、地域における助け合い活
動の団体立ち上げや新たな活動の立ち上げを支援します。
【対象となる活動】
　新たに始める、地域における「ふれあい・助け合い活動」
　　(高齢者・子ども・障がい児(者)を含めた地域ぐるみの助け合い・支え合い活動等)

上限１５万円まで(１６団体を
目途)

２０２4年１１月29日
(金)消印有効　（郵送に
限る）

公益財団法人さわやか福祉財団
〒105-0011
東京都港区芝公園2-6-8　日本女子会館7階
　立ち上げ支援プロジェクト　担当：大石/小林
TEL：03-5470-7751
FAX：03-5470-7755

38

パチンコ・パチスロ社会貢献
機構
「POSC社会貢献活動支援」

全日本遊技事業協同組合(全日遊連)の社会貢献基金やパチンコ・パチスロ産業21世紀会か
らの寄付金等をその主な財源として助成します。
【対象事業】
１．パチンコ・パチスロ依存問題の予防と解決に取り組む事業への支援
２．子どもの健全育成に取り組む事業への支援

1件150万円以内
※申請額　100万円以上（総
事業費　125万円以上）の事
業に対して助成

2024年12月9日
(金)15：00
　申請書データ必着

一般社団法人 パチンコ・パチスロ社会貢献機構
(POSC)
〒162-0844　東京都新宿区市谷八幡町16
　市ヶ谷見附ハイム103
TEL 03-5227-1047　FAX 03-5227-
1049

39

キユーピーみらいたまご財
団
「2025年度第Ⅰ期助成事
業」

子どもを対象とする食育活動団体、食の居場所づくり活動団体への助成を行います。
　4つのプログラム
【助成対象団体】
■全プログラム共通項目
　以下のすべてに該当する団体
　・助成終了後も対象となる活動を継続する意思があること。
　・団体活動を通じて、政治的または宗教的活動を行わないこと。
　・反社会勢力でないこと、反社会勢力とのいかなる関りもないこと。
　　※プログラムB-1、B-2、B-4は、上記以外に活動を実際に行う団体の構成員が３人以上
　　　であること。
■プログラムA（食育活動助成）
　・子どもを対象に食育活動をしている団体
　・子どもの居場所での食育（食の自立支援等）を行っている団体
　・産前産後ケアのための食育を行っている団体
■プログラムB-1（食を通した居場所づくり助成）
　・子どもを対象に食を通した居場所づくりを行っている団体
　・子どもを対象にした食を通した居場所づくりの中間支援団体
■プログラムB-2（スタートアップ助成）
　・2023年11月以降に、「子ども食堂」を開始し、今回申請時に活動している団体
　　※過去にプログラムB-2で助成した団体は応募不可
　　※中間支援団体は対象外
■プログラムB-4（食材費助成）
　・子どもを対象に食を通した居場所づくりを行っている団体
　・生活困窮世帯の子どもに対して弁当配布や食料支援（フードパントリー等）などの食支援
　　活動を行っている団体
　　※中間支援団体は対象外

■プログラムA
　１００万円までの希望額
■プログラムB-1
　７０万円までの希望額
■プログラムB-2
　一律10万円
■プログラムB-4
　一律１０万円

２０２４年11月１8日
（月）
正午

＜申請全般について＞
公益財団法人キユーピーみらいたまご財団　事務
局
〒150-0002
東京都渋谷区渋谷1-4-13
TEL：03-3486-3094
　　　　（受付：平日　月～金　10時～17時）
FAX：03-3486-6204
E-mail：kmtsupport@kmtzaidan.or.jp

＜プログラムB-1、B-2、B-4について＞
一般社団法人全国食支援活動協力会　事務局
〒158-0098
東京都世田谷区上用質6-19-21
TEL：03-5426-2547
　　　　（受付：平日　月～金　10時～17時）
FAX：03-5426-2548
E-mail：infomow@mow.jp

40

杉浦記念財団
「第１4回杉浦地域医療振興
賞」

国民の健康と生活の向上に優れた成果をおさめ、住み慣れた地域で安心して、その人らしく
住み続けることを支援する活動を行った団体・個人を対象に表彰します。
　研究者、専門職(医師、歯科医師、看護師、薬剤師、介護福祉士等)、その他(自治体、NPO、
ボランティア等)の方で、全国に波及する可能性を有する活動を行っている団体・個人

正賞として記念品授与、副賞
として褒賞金(上限200万
円)贈呈

２０２4年１２月３１日
（火）

公益財団法人　杉浦記念財団　事務局
〒474-0011
愛知県大府市横根町新江62-1　スギ薬局本社内
TEL  0562-45-2731
　（受付時間　平日9：00～17：00）
FAX 0562-45-2732
E-mail:prize@sugi-zaidan.jp
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41

杉浦記念財団
「杉浦地域医療振興助成（研
究分野）」

　医師、薬剤師、看護師等の医療従事者、及び介護福祉従事者等の多職種が連携して、「地域
包括ケアの実現」「健康寿命の延伸」の推進に寄与する研究を助成します。
【応募資格】
　・日本国内で研究する個人又は団体。
　・同一研究内容に関する申請は、１件に限ります。
　・既に本助成を受けた同一個人又は団体が、２年連続で同一内容の助成を申請することは
　　できません。
　・他団体（科学研究費等）から同一内容で助成を受けている、又は助成を申請中の場合は、
　　応募書類に必ず記載してください。

１件につき200万円を限度
　（総額750万円）

2025年2月28日
(金)

公益財団法人　杉浦記念財団
〒474-0011
愛知県大府市横根町新江62-1
TEL 0562-45-2731
　（受付時間　平日9：00～17：00）
FAX 0562-45-2732
E-mail:prize@sugi-zaidan.jp

42

杉浦記念財団
「杉浦地域医療振興助成（活
動分野）」

　医師、薬剤師、看護師等の医療従事者、及び介護福祉従事者等の多職種が連携して、「地域
包括ケアの実現」「健康寿命の延伸」の推進に寄与する活動を助成します。
【応募資格】
　・日本国内で活動する個人又は団体。
　・同一研究内容に関する申請は、１件に限ります。
　・既に本助成を受けた同一個人又は団体が、２年連続で同一内容の助成を申請することは
　　できません。
　・他団体（科学研究費等）から同一内容で助成を受けている、又は助成を申請中の場合は、
　　応募書類に必ず記載してください。

１件につき50万円を限度
　（総額250万円）

2025年2月28日
(金)

公益財団法人　杉浦記念財団
〒474-0011
愛知県大府市横根町新江62-1
TEL 0562-45-2731
　（受付時間　平日9：00～17：00）
FAX 0562-45-2732
E-mail:prize@sugi-zaidan.jp

43

洲崎福祉財団
「令和６年度　継続助成（西日
本）公募」

障害児・者のQOL（生活の質）向上、社会課題の解決に寄与する事業へ助成します。
【対象エリア】
　本店所在地が、西日本エリア（三重県・滋賀県・京都府以西）、または首都圏に所在
　　　三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
　　　鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、
　　　愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
　　　宮崎県、鹿児島県、沖縄県
　　　埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
【事業テーマ】
　A：既存福祉サービスの強化・拡大
　B：新規福祉サービスの創造
【対象事業】
　効果/実績が表れるまで１年以上を要し、また助成終了後も継続的発展が期待される事業
　但し、物品購入や施設工事などを主とする事業は不可
【対象団体】
　・営利を目的としない次の法人格を取得している団体
　　（公益財団法人・公益社団法人、一般財団法人・一般社団法人（非営利型限定）、社会福祉
　　法人、特定非営利活動法人、認定特定非営利活動法人ほか）
　・活動年数や年間収益、利用者数などの団体規模は不問

・年度総額１億5,000万円
　　（10件程度）
・1件あたり年間上限金額
　（下限金額は各年200万
円）
　１年目：2,000万円
　２年目：1,000万円
　３年目：1,000万円
　（最長３年間　最大4,000
万円）

2024年12月21日
（土）
（当日消印有効）

公益財団法人　洲崎福祉財団　事務局
〒103-0022
東京都中央区日本橋室町3-2-1
　日本橋室町三井タワー15階
TEL：03-6870-2019 　FAX：03-6870-
2119
　　※平日9:30～16:00（土日祝休み）

44

ノエビアグリーン財団
「2024年度助成事業」

日本を代表するジュニアスポーツ選手の育成、また、青少年の健全な育成に寄与することを
目的として一般公募による助成活動を実施しています。
【応募資格】
■個人
将来、世界大会やオリンピック、パラリンピック出場等を目指すアマチュアスポーツ選手(18
歳以下)。
※公募開始（2024年12月1日）時点の年齢が１８歳以下とします。プロ契約選手は対象外。
■団体
児童、青少年の健全育成の向上を目的とした体験活動、およびスポーツの振興に関する事業
を積極的に行い、または奨励している下記①～⑨の分野にあてはまる団体。
①スポーツ体験活動　②ジュニアアスリート選手育成活動　③自然体験活動　④科学体験活動
⑤地域に根ざした子供たちへの支援活動　⑥障害のある子供たちへの支援活動
⑦自然災害等による被災地の子どもたちへの支援活動
⑧児童養護施設の子どもたちへの支援活動　⑨その他の体験活動

１件あたり上限300万円 2025年1月15日（水）
正午（12：00）

公益財団法人ノエビアグリーン財団
〒104-8208
東京都中央区銀座7-6-15
TEL 03-5568-3388 9:00～17:30
　　(土日祝日・年末年始除く)
E-mail　info@noevirgreen.or.jp
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45

九電みらい財団
「2025年度環境分野の次
世代育成支援活動助成事
業」

九州各地の諸団体が取り組む「子どもたちの自然を大切にする心を育む活動」へ助成を行い
ます。
【対象団体】
　九州地域で活動する非営利団体(法人格の有無は問わない)
【対象となる活動】
　　九州地域において、子どもたちを対象に取り組む以下の（１）～（３）に当てはまる活動
　　※活動の対象となる子どもの年代は、概ね高校生までとします。
（1）　山・川・海などの保全活動
（2）　自然の大切さを学ぶ活動
（3）　資源の大切さを学ぶエコ活動

Aコース　上限100万円
Bコース　上限　20万円
Cコース　上限　２０万円×最
長３年間　（複数年助成）

2024年12月20日
(金)

公益財団法人　九電みらい財団
〒810-8720
福岡市中央区渡辺通2-1-82
TEL：092-982-4627(平日9:00～17:00)
FAX：092-982-4676
E-mail：josei@kyuden-mirai.or.jp

46

熊本市
「令和7年度　こどもの未来
応援基金」

子育て支援を行う団体や個人、こども食堂の皆様の活動を助成します。
【対象事業】
■スタートアップ・企画枠用
　　１　地域における子育て支援活動
　　２　児童の健全育成を目的とする活動
　　３　障がいがある児童を支援する活動
　　４　ひとり親家庭及び両親のいない児童を支援する活動
　　５　父親の子育て及び育児参加を推進する活動
■こども食堂用
　（運営枠）
　　食事の提供を通し、全てのこどもが気軽に立ち寄れる子どもの居場所を運営する活動
　（新設枠）
　　食事の提供を通し、全てのこどもが気軽に立ち寄れるこども居場所を新たに作る活動
　（拡充枠）
　　こどもの居場所づくりに加え、学習等様々な学びの支援を行う活動
■フードバンク活動用
　　企業や一般家庭等から無償で食料の提供を受け、こどもやこどもの居場所づくりを行う
活動団体
　に対し無償で食料を提供する活動

■スタートアップ・企画枠用
　（スタートアップ枠）
　初年度上限5万円
　次年度上限5万円
　　（※２年目も申請が必要）
　（企画枠）
　上限10万円
■こども食堂用
　（運営枠）
　　年4～12回　　5万円上限
　　年13～18回　 7万円上
限
　　年19～24回  10万円上
限
　　年25回以上　15万円上
限
　（新設枠・拡充枠）
　上限5万円
　※1団体1回限り申請可
　※運営枠との併用可
■フードバンク活動用
　上限30万円

2024年１２月25日
(水)17時必着

熊本市こども政策課　企画班　上木・田栗
〒860-0806
熊本市中央区花畑町９番６号SPring熊本花畑町
２階
電話：096-328-2156
FAX：096-328-3232
E-mail：
kodomoseisaku@city.kumamoto.lg.jp

47

公益財団法人木口福祉財団
「地域福祉振興助成」

障がい者等を支援する福祉活動団体、ボランティア団体などに対して必要資金の全部又は一
部を助成します。
【応募資格】
　障がい者等を支援する福祉活動、ボランティア活動に取り組む団体・グループ
　※法人格の有無、活動の期間は問いませんが個人での申し込みは不可
【対象事業】
　1　企画開催・・・講演会、講習会、イベント、広報、調査研究、出版等
　2　物品購入・・・備品等の購入
　3　工事　　　・・・設置工事、改修工事
　4　車両購入・・・車両の購入（中古車も可）

助成総額 6,000万円
＜1件あたりの上限額＞
※助成率は助成対象費用の
80％以内
1・2　企画開催、物品購入
100万円
3　工事　150万円
4　車両購入　200万円

2025年12月25日
(火)

公益財団法人木口福祉財団
〒659-0051
兵庫県芦屋市呉川町14-10
TEL：0797-21-5150　FAX：0797-35-
4300
Eメール：josei@kiguchi.or.jp

48

こどもの未来創造基金
「児童養護施設等助成金」

児童養護施設等が、こども達の教育の充実を図り、将来の社会生活に有用と期待される設備
等の購入及び活動に必要な資金を助成します。
【対象事業】
　　児童養護施設等が、こども達のための教育活動として、助成対象期間内に実施される設
　備等の購入や活動の費用で、当財団以外から重複して補助金や助成金の受給を受けてい
な
　い又は受給を予定していない事業

施設の規模に応じて変動
　上限100万円
　1施設に対する助成は期間
内
1回

2025年2月28日
(金)

公益財団法人　こどもの未来創造基金 事務局
〒150-0012
東京都渋谷区広尾1-3-18　広尾オフィスビル
3F
TEL：03-6456-4180 MAIL：
info@iffc.or.jp
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49

日本フィランソロピック財団
「第２回LIFULL HOME'S
基金」

生命を守るためのシェルターや一時的な住まいを提供する非営利団体への助成を行ってい
ます。
【助成対象事業】
　「DV被害を受けている方々」「経済困窮しているひとり親家庭」「家族に頼れない子ども・若
者」「日本に逃れてきた難民」「ホームレスなど生活困窮者」といった方々を対象にした生命を
守るためのシェルター、一時的な住まいの提供を行う事業。
　　例）・民間シェルターの運営事業
　　　　・ステップハウスの提供事業
　　　　・住宅弱者への一時的な住まい提供事業
【助成対象団体】
　・社団法人・財団法人（一般及び公益）、社会福祉法人、特定非営利活動法人など非営利活
動・ 公益事業を行う団体
　　　※任意団体や営利を目的とした組織（株式会社等）は含みません。
　・日本国内に事務所がある団体
　・活動実績 2年以上の団体
　・以下の方々などを対象にした民間シェルターを運営していること
　　●DV 被害を受けている方　　　　　●経済困窮しているひとり親家庭
　　●家族に頼れない子ども・若者　　●日本に逃れてきた難民 　　●ホームレスなど生活困
窮者

１団体あたり：最大100万円
総額：700万円
採択団体数：7～10団体

2025年１月２１日（火）
17：00

公益財団法人 日本フィランソロピック財団　事務
局
〒100-0011
東京都千代田区内幸町１丁目３−１
幸ビルディング９階
TEL：050-5433-8008
E-mail：info@np-foundation.or.jp

50

福祉医療機構（WAM）
「令和７年度　社会福祉振興
助成（通常助成事業）」

民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活動を助成します。
社会福祉の振興に寄与する事業を行う、営利を目的としない団体
　・社会福祉法人
　・医療法人
　・公益法人（公益社団法人又は公益財団法人）
　・ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）
　・一般法人（法人税法上の非営利型法人の要件を満たす一般社団法人又は一般財団法人）
　・その他社会福祉の振興に寄与する事業を行う法人又は団体
　　※理事を2人以上置いていること
　　※役員会など意思決定を行うための組織について、運営規約等に定めていること

■地域連携活動支援事業（同
一の都道府県内で活動する
事業）
　　　50万円～700万円
■全国的・広域的ネットワー
ク活動支援事業（二つ以上の
都道府県で活動する等、支援
する対象者が一つの都道府
県域を超えて広域にわたる
事業）
　50万円～900万円

２０２5年１月２7日
（月）
15時まで

独立行政法人福祉医療機構　NPOリソースセン
ター　NPO支援課
〒105-8486　東京都港区虎ノ門4-3-13
ヒューリック神谷町ビル9階
TEL：03-3438-4756　FAX：03-3438-
0218

51

福祉医療機構（WAM）
「令和７年度　社会福祉振興
助成（モデル事業）」

行政における政策化・制度化を目指す新たな「モデル」となり得る活動を助成します。
社会福祉の振興に寄与する事業を行う、営利を目的としない団体
　・社会福祉法人
　・医療法人
　・公益法人（公益社団法人又は公益財団法人）
　・ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）
　・一般法人（法人税法上の非営利型法人の要件を満たす一般社団法人又は一般財団法人）
　・その他社会福祉の振興に寄与する事業を行う法人又は団体
　　※理事を2人以上置いていること
　　※役員会など意思決定を行うための組織について、運営規約等に定めていること

■地域連携活動支援事業（同
一の都道府県内で活動する
事業）
■全国的・広域的ネットワー
ク活動支援事業（二つ以上の
都道府県で活動する等、支援
する対象者が一つの都道府
県域を超えて広域にわたる
事業）
　３年間：3,000万円 まで
　２年間：2,000万円 まで

２０２5年１月２7日
（月）
15時まで

独立行政法人福祉医療機構　NPOリソースセン
ター　NPO支援課
〒105-8486　東京都港区虎ノ門4-3-13
ヒューリック神谷町ビル9階
TEL：03-3438-4756　FAX：03-3438-
0218

52

福祉医療機構（WAM）
「令和6年度　社会福祉振興
助成（補正予算事業）」

物価高騰の影響下において、より一層困難な状況にある生活困窮者、ひきこもり状態にある
者及び生活困窮家庭のこども等に対する支援活動を実施する民間団体の取組みを支援しま
す。
次の要件を満たす団体
　（１）社会福祉の振興に寄与する事業を行う、営利を目的としない団体
　　・社会福祉法人
　　・医療法人
　　・公益法人（公益社団法人又は公益財団法人）
　　・ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）
　　・一般法人（法人税法上の非営利型法人の要件を満たす一般社団法人又は一般財団法人）
　　・その他社会福祉の振興に寄与する事業を行う法人又は団体
　　　※理事を2人以上置いていること
　　　※役員会など意思決定を行うための組織について、運営規約等に定めていること
　（２）生活困窮者、ひきこもり状態にある者及び生活困窮家庭のこども等に対する支援に関
する活動を行う民間代替であり、原則として１年以上の活動実績を有する

■地域連携活動支援事業（同
一の都道府県内で活動する
事業 ）
　　　50万円～700万円
■全国的・広域的ネットワー
ク活動支援事業（二つ以上の
都道府県で活動する等、支援
する対象者が一つの都道府
県域を超えて広域にわたる
事業 ）
　　　50万円～900万円
※四以上の都道府県を網羅
し、大規模かつ広範囲に活動
を行う事業は上限2,000万
円

２０２5年１月２2日
（水）
15時まで

独立行政法人福祉医療機構　NPOリソースセン
ター　NPO支援課
〒105-8486　東京都港区虎ノ門4-3-13
ヒューリック神谷町ビル9階
TEL：03-3438-4756　FAX：03-3438-
0218
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53

お金をまわそう基金
「助成事業」

よりよい社会を目指して、ＮＰＯ法人などの非営利団体による、社会にある様々な課題に対し
て行う非営利事業・公共事業に対して助成します。
【対象となる事業】
　法人格を持つ非営利団体が行う、以下の４つの分野における社会課題の解決のための非営
利活動・公益事業
　（1）子ども　（2）スポーツ　（3）文化・伝統技術　（4）地域経済・地域社会

助成の対象となる事業を行
う上で直接必要となる経費
を助成金の上限額とし、助成
先団体の決定後、寄付の募
集・受付を開始し、寄付受付
期間中に集まった寄付金を
助成金の額とする。

・申請用ID発行期間
2025年1月20日
（月）～2月14日（金）
17：00まで
・申請受付期間
2025年1月20日
（月）～2月28日（月）
※　申請用IDを交付さ
れていない団体は申請
できません。

公益財団法人お金をまわそう基金
〒102-0082　東京都千代田区一番町29-2
TEL：03-6380-9864
　（平日１０時～１７時）
E-mail：info@okane-kikin.org

54

善い心を未来へつなぐ財団
「障がい者支援施設助成金」

障がいを持った方々がより豊かで充実した生活を送ることができるよう障がい者支援施設
を支援します。
【助成対象施設】
　障害者自立支援法第八十三条に定める以下のいずれかに該当する障がい者支援施設であ
る
　・都道府県が設立した障がい者支援施設
　・市町村が都道府県知事に届け出て、設立した障がい者支援施設
　・国、都道府県及び市町村以外の者が、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）の定め
るところにより、設立した障がい者支援施設
　・これまでに当財団の応募実績のある施設も繰り返し応募が可能

１施設　上限５０万円 2025年３月３１日
（月）
当日必着

公益財団法人善い心を未来へつなぐ財団　事務
局
〒105-0003　東京都港区西新橋1-20-3
TEL：03-6380-9864（平日10時～17時）
E-mail ：info@yoikokoro-mirai.org

55

デロイト トーマツ ウェルビー
イング財団
「第3回子どもを未来につな
げる奨学助成プログラム」

こども食堂や無料塾等を支えることで、経済的な理由などにより困難を抱える子どもがより
良く生きるための活動を応援します。
■タイプA：小中学生向け　こども食堂+学習支援機能
【応募要件】
　・日本国内で子ども食堂を運営している団体
　・支援対象者に、経済的な理由などにより困難を抱える小学生または中学生が含まれてい
ること
　・学習支援機能の強化または追加に関心があること
　・学習者の個人情報保護機能があること
　・事業期間中、ＫＵＭＯＮ が提供する研修に参加し、公文式学習を活用した学習支援を行う
体制を整えられること
　・公文式学習に必要なタブレット、ＰＣ の準備ができること（助成金の一部利用、また財団か
らの貸与について相談可能）
　・施設内に安定したＷｉ-Ｆｉ環境を用意できること
■タイプB：中高生～20歳向け　無料塾等+生活支援（食べる）
【応募要件】
　・日本国内で無料塾等を運営している団体
　・支援対象者に、経済的な理由などにより困難を抱える中学生または高校生が含まれてい
ること
　・食事支援の強化または追加に関心があること
　・中高生向けの学習支援機能の強化または追加に関心があること
　・学習者の個人情報保護機能があること

１団体あたり　上限150万円 ２０２５年２月２８日
（金）15時まで

デロイト トーマツ ウェルビーイング財団　事務局
〒100-8360　東京都千代田区丸の内3-2-3
丸の内二重橋ビルディング
TEL：03-6860-3300
　（平日9:30～17:30　※祝日・休日は休み）
E-mail ：dtwb_livewell@tohmatsu.co.jp
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NHK厚生文化事業団
地域福祉を支援する「わかば
基金」

地域に根ざした福祉活動を展開しているグループが、活動の幅を広げるための支援をしてい
ます。
■支援金部門
　【助成対象】
　国内のある一定の地域に福祉活動の拠点を設け、この支援金でより活動を広げたいという
グループ、より活動を広げるために必要な物品等をそろえたいというグループ。

■PC・モバイル端末購入支援部門
　【助成対象】
　地域で活発な福祉活動に取り組んでおり、PCやモバイル端末を使用することで、より高齢
者や障害当事者に役立ち、活動の充実を図れるグループ。

■支援金部門
　1グループにつき、最高50
万円(15グループを予定)
■PC・モバイル端末購入支
援部門
　1グループにつき、最高10
万円(30グループを予定)

2025年3月27日
(木)
必着　【郵送のみ】

社会福祉法人NHK厚生文化事業団「わかば基
金」係
〒150-0041　東京都渋谷区神南1-4-1
TEL：03-3476-5955（平日10：00～17：
00）
FAX：03-3476-5956
E-mail ：info2@npwo.or.jp

57

公益財団法人みずほ教育福
祉財団
「ボランティア活動資金助成
事業」（令和7年度）

地域づくりにつながるボランティア活動（特に、高齢者や障がい児者の支援に係るボランティ
ア活動、及び、子ども食堂等の子どもの居場所づくりに係るボランティア活動）に対して、必
要となる資金を助成します。
 【助成対象となる団体】
　（１）基本条件
　　　　・非営利のグループ、団体（法人格の有無は問わない）
　　　　　※一般社団（財団）法人は剰余金の分配を行わない非営利型法人（定款に明記）
　　　　・国内で活動し、５名以上のメンバーで活動しているグループ、団体
　（２）活動歴・実績
　　　　・グループ・団体結成後、３年以上の活動実績があること（令和７年３月末基準）
　（３）過去の助成履歴
　　　　・令和4年度以降、当財団から助成を受けていないこと
　（４）組織・運営の体制
　　　　・グループ、団体の規約(会則)、および年度毎の活動報告書、会計報告書類が整備され
ていること
　　　　・規約（会則）で定められたグループ、団体名義の金融機関口座を保有していること

A：高齢者、障がい児者の支
援に係るボランティア活動
　　５万円～15万円
B：子ども食堂等の子どもの
居場所づくりに係るボラン
ティア活動
　　5万円～15万円

2025年５月２３日
(金)必着

公益財団法人みずほ教育福祉財団　福祉事業部
〒100-0005
東京都千代田区丸の内1-6-1丸の内センタービ
ルディング
E-mail：fjp36105@nifty.com
TEL　03-5288-5903　FAX　03-5288-
3132

58

公益財団法人みずほ教育福
祉財団
「配食用小型電気自動車寄
贈事業」（令和7年度）

高齢者を対象とした福祉活動を支援するため、高齢者向けに配食サービスを行っている民間
団体に対し、配食用小型電気自動車（愛称：みずほ号）を寄贈します。
【助成対象】
　　以下の4つの条件を満たす団体
　（1）高齢者を主な対象とし、原則として、1年以上継続して、週1回以上、調理・家庭への配
食・見守り活動を一貫して行っていること
　（2）法人(非営利活動法人、社会福祉法人、出資持分のない医療法人、公益法人等)・任意団
体を問わず非営利の民間団体であること。ただし、実施している給配食サービスがすべて行
政等からの受託である団体の場合は、当該部門の営業利益が黒字ではないこと
　（3）現在の活動を継続するにあたって、配食用の車両が不足しており、本寄贈によって運
営の円滑化が見込まれること
　（4）本寄贈を過去6年以内(令和元年以降)に受けていないこと

配食用小型電気自動車1台
　(8団体予定)

2025年６月１３日
(金)必着

公益財団法人みずほ教育福祉財団　福祉事業部
〒100-0005
東京都千代田区丸の内1-6-1丸の内センタービ
ルディング
E-mail：fjp36105@nifty.com
TEL：03-5288-5903　FAX：03-5288-
3132

59

Future for Children
FELLOWS
「2024年度　児童養護施設
等助成金」

　児童養護施設等が、入所者の教育環境の充実と、学習環境に有用とされる設備等の購入及
び活動に必要な資金を助成します。
【助成対象事業】
　児童養護施設等が、入所者の教育環境の充実と、助成対象期間内に実施される学習環境に
有用とされる設備等の購入や活動の費用で、当財団以外から重複して補助金や助成金の受
給をうけていないまたは受給を予定していない事業。

・上限50万円
・1施設に対する助成は助成
対象期間内において1回

2025年4月30日
(水)
期限内に郵送(消印有
効)
またはメール

公益財団法人Future for Children
FELLOWS事務局
〒163-1426
東京都新宿区西新宿3-20-2
東京オペラシティタワー26F
TEL：03-6276-1622　FAX：03-5304-
2339
E-mail　info@fcfzaidan.jp
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ニッセイ財団
2025年度高齢社会助成
「地域福祉チャレンジ活動助
成」

　共に生きる地域コミュニティづくり、地域共生社会の実現に向けた活動を行う団体に対し
て助成を行います。
【助成対象】
　次の３つの要件を満たしている団体(法人格の有無は問いません)
　　　（１）助成テーマにチャレンジする意欲がある団体
　　　（２）他団体・機関・住民組織、研究者等と協働してチャレンジする団体
　　　（３）１年以上の活動実績がある団体

最大400万円
　(1年最大200万円)

２０２５年５月２９日
(木)　財団HPより
Web申請

ニッセイ財団　高齢・地域共生社会助成事務局
　〒541-0042
　大阪市中央区今橋3-1-7　日本生命今橋ビル
4F
　TEL： 06-6204-4013（平日10時～17時）
　E-mail：kourei-fukusi@nihonseimei-
zaidan.or.jp

61

ニッセイ財団
2025年度高齢社会助成
「実践的研究助成」

　公益財団法人日本生命財団は、共に生きる地域コミュニティづくり、地域共生社会の実現に
向けた研究を行う研究者・実践家に対して助成を行います。
【助成対象】
■実践的課題研究助成
　　研究者または実践家（研究者であり実践家である者も含む）
■若手実践的課題研究助成
　　４５才未満の研究者（注１）または実践家（研究者であり実践家である者も含む）
　　　※大学院博士課程（博士後期課程）在籍者、修了者等も含む
　　　（注１）２０２５年４月１日現在４５才未満（１９８０年４月２日以降生まれ）

■実践的課題研究助成
　最大４００万円（１年最大２０
０万円）
■若手実践的課題研究助成
　　最大１００万円

２０２５年６月１２日
（木）　財団HPより
Web申請

ニッセイ財団　高齢・地域共生社会助成事務局
　〒541-0042
　大阪市中央区今橋3-1-7　日本生命今橋ビル
4F
　TEL： 06-6204-4013（平日10時～17時）
　E-mail：kourei-fukusi@nihonseimei-
zaidan.or.jp
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